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１ 教育行政施策評価の概要

朝霞市教育委員会では、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、

毎年、教育行政事務の管理及び執行状況について点検・評価を行い、その結果に

関する報告書を市議会に提出するとともに、広く公表しています。

令和６年度に実施した教育行政の施策についても、効果的な教育行政の推進に

資するとともに市民への説明責任を果たすため、教育行政施策評価会議において

点検・評価を実施し、この報告書を取りまとめました。

朝霞市教育委員会は、今後も自己の評価の結果と学識経験を有する方の意見を

踏まえ、改善すべき点は改善し、各施策をより効率的かつ効果的に進めてまいり

ます。

２ 教育行政施策評価の基本方針

朝霞市教育委員会では、朝霞市教育行政施策評価実施要綱を定め、平成２０年

度から、教育行政施策の評価を実施しています。

○ 目 的

・教育委員会内の各所管部署が行う教育行政活動について、その実施内容及び

成果等を検証することにより、より確実かつ有効な教育行政の運営を行いま

す。

・点検及び評価の結果を明らかにし、市民に信頼される公正で開かれた教育行

政運営を推進します。

○ 点検・評価の対象及び方法

第５次朝霞市総合計画後期基本計画（令和３年度～令和７年度）に位置付け

た、「第３章 教育・文化」のうちの４つの大柱、１０の中柱における令和６年

度の教育行政諸施策について、点検・評価を実施しました。

この点検・評価の客観性を確保するため、教育に関し学識経験を有する方か

ら意見をいただくこととしています。

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）［抜粋］

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事

務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）

を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、こ

れを議会に提出するとともに、公表しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活

用を図るものとする。
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第５次朝霞市総合計画後期基本計画が令和３年度から開始され、施策や事務

事業の指標等の見直しが行われたことから、教育行政諸施策の点検・評価につ

いても、第５次朝霞市総合計画後期基本計画同様、各年ごとの達成度ではなく、

最終目標に向けての進捗状況を評価することとします。

なお、第５次朝霞市総合計画後期基本計画の大柱及び中柱は、第２期教育振

興基本計画（令和３年度～令和７年度）の基本目標と一致しているため、今回

の点検・評価をもって、第２期教育振興基本計画の点検・評価を行っているも

のとします。



３　施策体系一覧
第５次朝霞市総合計画後期基本計画（第２期朝霞市教育振興基本計画）

　　　第３章　教育・文化

①豊かな心を育む教育の推進
②いじめ・不登校対策の推進
③人権を尊重した教育の推進
④生徒指導・教育相談の充実
⑤体力の向上と学校体育活動の推進
⑥健康の保持・増進
⑦小学校と幼稚園・保育園等の連携の推進

①確かな学力の育成

④技術革新に対応する教育の推進
⑤主体的に社会の形成に参画する力の育成
⑥共生社会を目指した支援・指導の充実

①教職員の資質・能力の向上
②子どもたちの安全・安心の確保
③快適な教育環境の整備充実

①生涯学習推進体制の充実
②学習情報の提供と学習機会の充実

①学習活動の支援・充実
②利用しやすい施設の提供

①推進体制の充実
②活動情報の提供の充実
③スポーツ事業の充実
④団体、指導者の育成・支援と交流の促進

①利用しやすい施設の整備
②利用しやすい施設の運営

①文化財の保護・活用・伝承支援

③小・中学校等と連携した学習活動

①芸術文化の活動の充実支援
②発表と鑑賞の機会の充実支援

②進路指導・キャリア教育の推進

③伝統と文化を尊重し国際性を育む教育の推進

③団体、学習グループの支援とリーダーの育成・活用

②地域資料の専門的調査研究とその成果の展示・公開

(1) 学校教育 朝霞の次代を担う人材の育成

確かな学力と自立する力の育成

質の高い教育を支える教育環境の
整備充実

学校を核とした家庭・地域との連
携・協働の推進

①学校・家庭・地域が一体となった教育力の向上

(2) 生涯学習 生涯学習活動の推進

学びを支える環境の充実

(3)
スポーツ・レク
リエーション

スポーツ・レクリエーション活動
の推進

利用しやすい施設の提供

(4) 地域文化 歴史や伝統の保護・活用

芸術文化の振興

   3
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４ 施策内容及び評価

（１）学校教育

●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名 朝霞の次代を担う人材の育成
担当課 教育指導課

関連課
教育総務課、教育管理課、

学校給食課

目指す姿

発達段階に応じた様々な教育活動により、児童生徒一人一人の豊かな心と健やかな体

の育成が図られている。

施 策 の

実施内容

・スクールカウンセラー７名を市内全小・中学校へ配置、さわやか相談員５名、サポー

ト相談員１１名を配置。

・朝霞市子ども相談室にスクールソーシャルワーカーを３名、教育相談員を４名配置。

・食育啓発リーフレット「あさかをたべる」の作成及び tetoru による学校・家庭への一

斉送付。

【新規】

・授業支援アプリ「ロイロノート」の導入。

・AI 搭載型オンラインドリル「すららドリル」の導入。

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

規律ある態度
の達成状況

８９％ ８９％
小・中学校とも全
項目の平均達成率
が９０％を上回る

全小・中学校を対象に実施さ
れる「規律ある態度」のアン
ケート結果における平均達
成率

不登校児童・
生徒の割合

小学校 2.30％
中学校 9.20％

小学校 2.57％
中学校 7.57％

小学校 0.43％
中学校 2.03％

年度内に３０日以上欠席し
た児童・生徒の割合（病気や
経済的理由を除く）

新体力テスト
総合評価ＡＢ
Ｃの割合

小学校 74.7％
中学校 80.1％

小学校 72.1％
中学校 82.8％

小学校 85.0％
中学校 85.0％

毎年５月～７月の間で実施。
総合評価Ａ～ＥのうちのＡ
～Ｃに位置する児童生徒の
割合

給食残菜の
排出量

４４３．４ｋｇ ４１２．５ｋｇ ４５２．０ｋｇ
学校給食センターと自校給
食校を合わせた１日平均の
排出量



5

●施策の分析

●評 価

進捗状況

・児童生徒の規律ある態度については、特に「時刻を守る」の項目では小・中学校と

もに高い達成率を維持しており、特に中学校の平均で９５％を超えた。

・各小・中学校にスクールカウンセラーや各種相談員を、子ども相談室にスクールソ

ーシャルワーカー、教育相談員を配置し、関係諸機関等とも連携しながら、様々な背

景を抱えるこどもたちに応じた支援を実施した。

・朝霞市食育推進委員会において、食育啓発リーフレット「あさかをたべる」を作成

した。

必要性

・児童生徒を取り巻く社会状況も大きく変化し、ここ数年増加を続ける不登校や問題

行動等に加え、SNS に関係するいじめやトラブルが頻発してきている。また、家庭環境

も多様化し、食事のかたちも家庭により様々であり、食育のあり方について検討を重

ねていく必要性がある。また、家庭と連携を図りながら、ネットモラル教育の充実や

ICT 機器の適切な使用方法を身に付けさせながら、児童生徒の豊かな心を育成していく

ことはますます重要になってくると思われる。

現状と課題

の分析

・不登校児童生徒が抱える課題やその背景は多様化・複雑化しており、保護者によっ

ては教育相談を実施することが難しい家庭もある。よりよい解決のためには、関係課

や医療機関等、関係する部署との連携が一層重要となる。

・インターネットやオンラインゲームなどの発達により、こどもを取り巻く生活環境

が大きく変化し、生活の中で体を動かす機会が減少してきている。

今後の展開

・様々なケースに応じた教育相談活動のさらなる充実を図る。特に、学校に行きづら

い児童生徒の教育機会の確保に向け、タブレット端末を活用したオンライン授業への

参加等のほか、ＡＩドリルの活用などを通して学びをとめない支援を行っていく。

・相談員やスクールソーシャルワーカー等による面談や家庭訪問を通して、積極的に

情報を収集して実態を把握し、それぞれの家庭環境に応じた対応を図る。

・各小・中学校における体力向上推進委員会の活動を充実させ、各学校の実態に応じ

た児童生徒の体力向上のための取組を進める。

各小・中学校にスクールカウンセラーや各種相談員を、子ども相談室に相談員やスクールソーシャ

ルワーカーを配置し、関係諸機関等と連携しながら、児童生徒が抱える課題に丁寧に寄り添うことが

できている。また、教室に入ることのできない児童の居場所づくり・学習の機会確保のために、朝霞

第六小学校にスペシャルサポートルームの設置を行う。しかしながら、不登校児童生徒数は増加の一

途をたどっており、学習や体験活動の機会を確保するために、タブレット端末を活用したオンライン

学習等をすすめるとともに、適応指導教室を拡充したり他の小学校においてもスペシャルサポートル

ームを計画的に整備したりしていく必要がある。
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●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名
確かな学力と自立する力の
育成

担当課 教育指導課

関連課 教育総務課

目指す姿

主体的・対話的で深い学びにより、児童生徒一人一人が確かな学力を身に付けるとと

もに自立する力の育成が図られている。

施 策 の

実施内容

・小学校低学年補助教員を全小学校へ合計２７名配置。

・あさか・スクールサポーターを全小・中学校へ合計１７名配置。

・市内各小・中学校のコンピュータの活用の推進及び保守・点検。

・GIGA スクール構想により配備されたタブレット端末のリプレイス作業準備。

・朝霞市教育委員会研究開発学校の指定と研究発表会の開催。

・小学校英語指導助手を市内１０校に対し７名配置。全小学校の３・４年生の各学級で

外国語活動のティーム・ティーチングを実施。

・中学校英語指導助手を市内全中学校に各１名配置。英語担当教員とティーム・ティー

チングを実施。

・通常学級における特別な支援を必要とする児童生徒支援員を市内関係各小・中学校へ

３，５００回以上派遣。

【新規】

・市内小・中学校に４名のＩＣＴ支援員を配置。

・AI 搭載型オンラインドリル「すららドリル」の導入。

・学習ポータル「まなびポケット」の導入。

・授業支援アプリ「ロイロノート」の導入。

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

学習状況調査
における平均
正答率を上回
った科目数（小
学校）２科目
（国・算）

２科目 ２科目 ２科目

全国学力・学習状況調査（小
学校）において、市の平均正
答率が全国平均を上回った
科目数

学習状況調査
における平均
正答率を上回
った科目数（中
学校）３科目
（国・数・外）

３科目 ３科目 ３科目

全国学力・学習状況調査（中
学校）において、市の平均正
答率が全国平均を上回った
科目数

授業にＩＣＴ
を活用して指
導する能力

小学校 83.60％
中学校 85.28％

小学校 85.28％
中学校 84.05％

小学校 95.00％
中学校 95.00％

学校における教育の情報化
の実態等に関する調査にお
ける「授業にＩＣＴを活用し
て指導する能力」の項目で、
「できる」又は「ややできる」
と回答した教職員の割合
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●施策の分析

●評 価

進捗状況

・低学年補助教員やあさか・スクールサポーター、英語指導助手などの人的配置は計

画通り実行できており、児童生徒一人一人へのきめ細かな学習支援・生徒指導を進め

ることができている。

・日本語を母語としない帰国児童生徒は依然高止まりの傾向である。そのため、日本

語指導支援員の必要性は高い状況が続いている。

・教職員研修に関しては、研究開発学校の研究発表や校内研修が開催され、教職員の

資質向上が図られている。

必要性

・小学校 1・2年生における学習支援や生徒指導及び小学校３年生から中学校３年生ま

での学力向上に係る、個に応じた指導の充実を図るためには、小学校低学年補助教員

やあさか・スクールサポーターなどの人的配置が不可欠である。

・GIGA スクール構想により配備された一人一台タブレット端末を、こどもたち自らが

工夫して活用する力を育成する必要がある。小・中学校に配置した ICT 支援員が、校

内 ICT に係る教育環境の整備を進めていくことがますます望まれる。

現状と課題

の分析

多様なこどもたちに学びを保障することのほか、発達に課題を抱える子どもの増加

を背景に、小学校低学年補助教員やあさか・スクールサポーターなどの支援員増員と

その資質向上が求められる。また、ＧＩＧＡスクール構想において配備されたタブレ

ット端末が更新の時期を迎え、その整備が急がれる。さらに、タブレット端末の効果

的な活用を目指し、教職員の活用能力向上を図るとともに、ＩＣＴ支援員による学習

支援を充実させていく必要がある。子どもたちの適切な活用については保護者への啓

発等も必要となってくる。

今後の展開

今後も、低学年補助教員、あさか・スクールサポーター、特別支援学級補助員等の

学校現場への人的配置については、望ましい配置をしていく。また、学校の課題解決

に対応した配置となるよう、それぞれの学校の実態を適格に把握する。また、こども

たちが学ぶための学習基盤として ICT を活用できるよう、教員の指導力向上を図る。

きめ細かな学習支援をしていくために、低学年補助員や、あさか・スクールサポーター、英語指導助

手などを計画的に配置しており、学力・体力ともに一定の成果をあげている。また、各種支援員を各

学校の実態に応じて活用することで、障害や外国にルーツをもつ等の配慮を要する児童生徒への支援

がすすめられている。ＩＣＴ支援員の活用やＩＣＴ推進リーダーの取組により、教育活動におけるＩ

ＣＴ活用がすすんでいるが、新規で導入したＡＩ搭載型オンラインドリル「すららドリル」や学習支

援アプリ「ロイロノート」については、学校間・教員間で活用の格差が見られ、効果的な活用方法の

共有化が課題である。また、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善が十分とは言えず、

単元全体を見通した計画づくりや児童生徒が探究的に学びを深める授業展開が求められる。教職員の

授業力向上と校内研修の充実を通して、児童生徒の学びの質を高めていく必要がある。
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●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名
質の高い教育を支える教育
環境の整備充実

担当課 教育総務課

関連課
教育管理課、教育指導課、

学校給食課

目指す姿

学校施設の改修や教職員の資質・能力の向上を図ることなどにより、児童生徒が安全

で安心して学びやすい環境で学校生活を送っている。

施 策 の

実施内容

・朝霞第六小学校校舎増築工事

・朝霞第九小学校校舎増築工事

・朝霞市教育委員会研究開発学校の指定（朝霞第三小学校、朝霞第四小学校、朝霞第一

中学校）と研究発表会の開催。

・中学校自由選択制の実施。

【新規】

・小学校少人数学級に対応するため普通教室への転用工事の実施（朝霞第三小学校）

・朝霞第十小学校大規模改修工事

・学校施設長寿命化基本方針を計画に改訂

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

「教科等指導
員」を任命した
教科等の数

２教科等 ５教科等 １５教科等
指導のリーダーとなる知識
や技能を持つ「教科等指導
員」を任命する教科等の数

避難訓練の
１校あたりの
実施回数

３．０回 ３．０回 ３．０回
市内小・中学校の避難訓練の
実施回数

屋内運動場の
エアコン設置
校数

小学校１０校
中学校 ５校

小学校１０校
中学校 ５校

小学校１０校
中学校 ５校

屋内運動場にエアコンを設
置している市内小・中学校の
数
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●施策の分析

●評 価

進捗状況

「教科等指導員」を任命したり、外部講師を招聘した研修を実施したりすることに

より、教職員の資質向上を図った。学校の修繕等は校舎、体育施設、屋外環境の工事

等を実施し、快適で安全・安心な教育環境の整備に努めた。小学校の少人数学級への

対応のため、普通教室への転用改修工事を実施するとともに、朝霞第六小学校と朝霞

第九小学校の校舎増築工事が完了した。学校施設長寿命化基本方針に基づき朝霞第十

小学校の大規模改修工事に着手した。中学校自由選択制は１２４人の申請・許可を行

い、うち第五中学校の特認校利用者は２７人であった。引き続き、通学区域の弾力化

並びに第五中学校の活性化に務めている。

必要性

教職員の資質向上のためには教職員研修が不可欠であり、各種、研修を充実してい

く必要がある。学校施設は施設の長寿命化を図るため改修等を計画的に実施していく

必要があるとともに、改築・改修等について計画を策定していく必要がある。また、

過大規模となっている学校があり、対応策についても検討していく必要がある。また、

特認校制度は第五中学校の活性化のために継続する必要があり、自由選択制度は就学

指定校の変更を弾力的に運用することから引き続き必要となる。

現状と課題

の分析

教育環境の充実のため、児童・生徒数の推移や施設の状況を的確に把握し、改修工

事の必要性や緊急性を判断し、計画的に改修工事を実施していく必要がある。

また、過大規模となっている学校について、対応策を検討していく必要がある。

今後の展開

教職員研修は、教職員の資質向上のため内容を充実させて引き続き実施していく。

学校施設の改修・改築等については、計画的に実施していくため、令和７年度に学校

施設長寿命化基本方針を長寿命化基本計画へと改訂する。中学校における特認校制度

及び中学校自由選択制度については今後も継続し、魅力ある学校づくりを目指してい

く。

第六小学校、第九小学校の３５人学級への対応については、遅滞なく増築工事、転用工事を実施し

た。また、校舎の改修については、学校長寿命化計画の策定に着手するとともに、第十小学校の大規

模改修を開始した。今後も改修・改築については計画的に実施していく。

小学校において、不登校児童が増加傾向を見せるなか、学校での居場所が確保できるように、施設

面において支援を行っていく。
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●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名
学校を核とした家庭・地域
との連携・協働の推進

担当課 教育指導課

関連課
教育管理課、

生涯学習・スポーツ課

目指す姿

学校において地域の人材が教育活動に関わることで、地域に根ざした特色ある学校づ

くりが推進されている。また、地域における奉仕活動・体験活動・防犯活動等を推進す

ることにより、地域で子供を育てる意識が醸成され、地域の教育力が活性化している。

施 策 の

実施内容

・各小・中学校において、地域の様々な分野の専門的な知識や技能を有する地域の方々

を、支援員として授業や部活動、教育環境整備等に活用する。

・学校運営協議会を市内小・中学校全校に設置。

・活動を継続した団体（サークル３団体、ＰＴＡ4 団体）に対し、補助金を交付するなど

支援を行うとともに、家庭教育学級の活動報告集を作成、配付し、次年度の活動に向

けた周知・啓発を行った。

・家庭教育学級合同講演会を開催でき、参加した保護者からも好意的な意見を多くいた

だいた。

【新規】

・学校運営協議会を朝霞第四中学校で立ち上げ、新たに合計１０名を委員に任命した。

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

学校応援団の
活動人数

２，１２５人 １，９９３人 ３，８５０人
市内小・中学校で１年間に活
動した学校応援団の総人数

ふれあい推進
事業の参加者
数

７，８１７人 ６，８８６人 ７，５００人
中学校区ごとに実施してい
るふれあい推進事業に参加
した方の延べ人数

学校運営協議
会の設置（コミ
ュニティ・スク
ール）学校数

小学校１０校
中学校 ４校

小学校１０校
中学校 ５校

小学校１０校
中学校 ５校

学校運営協議会を設置した
コミュニティ・スクールの
小・中学校数
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●施策の分析

●評 価

進捗状況

・各学校において、様々な分野の専門的な知識や技能を有する地域人材を支援員とし

て授業等で積極的に活用し、特色ある学校づくりをそれぞれの学校の実態を踏まえて

進めている。

・市内小・中学校全てがコミュニティ・スクールになったことに伴い、地域や関係機

関との連携の在り方について、これまでの教育活動を見直すことができた。

・ふれあい推進事業については、中学校区の全てでふれあいまつり開催に向けた委員

会が実施できた。（一つの中学校区では当日雨天のため中止）

・個別に開催している家庭教育学級に対しては、引き続きの支援を行い、家庭での教

育の推進に努めていく。

必要性

・日常生活の中で、社会のルールやモラル等をはじめ、多様な価値観の存在を子ども

たちに教え伝えていく上で、大人の側の学びも重要なものとなっており、家庭教育学

級の必要性は高い。

現状と課題

の分析

・特色ある学校づくり支援事業では、数値に表れない学校応援団等、ボランティアに

よる支援が行われている学校もある。今後、社会に開かれた学校づくりという面でも、

コミュニティ・スクールの立ち上げを一つの契機として、地域と一体となった学校づ

くりを推進していく必要がある。

・ふれあい推進事業は、地域に根ざした活動となっているが、コロナ禍を経て、地域

と一体となった学校づくりに位置付け、改めて実施内容等を検討していく必要がある。

・家庭教育学級を継続している団体もある。家庭教育学級を運営する団体等に対して、

きめの細かい支援を行っていく。

今後の展開

・事業としての取組を継続して推進していくと同時に、ボランティアの活用を含めた

内容の充実を図る。

・市内小・中学校１５校のすべてに設置した学校運営協議会により、学校・家庭・地

域のつながりをさらに深めていく。

・世帯構成が多様になり、それぞれのライフスタイルも多様化しているが、子どもに

対する家庭教育の在り方・姿勢について、講演会や研修会を通して、周知・啓発を継

続していく。

令和６年度には、市内全小・中学校が学校運営協議会を設置したコミュニティスクールとなり、地

域とともにある学校としてつながりを強め、特色ある学校づくりを推進する基盤が整ってきている。

また、ふれあい推進事業では、各中学校区で計画・実施し、体験活動や防犯活動等、学校を核とした

家庭・地域との連携がすすめられている。地域の教育資源をより効果的に活用し、学校を核とした学

びや育ちの共同体を形成していくために、学校運営協議会を活性化させていくとともに、地域で子ど

もを育てる意識を醸成し、地域の教育力を向上させる取組を進めていく必要がある。
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（２）生涯学習

●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名 生涯学習活動の推進
担当課 生涯学習・スポーツ課

関連課 ―

目指す姿

市民の学習ニーズに応えた学習や学習情報の提供及び活動の充実が図られ、いつでも、

どこでも、誰でもが学べる生涯学習環境が整っている。また、市民による自主的な活動

が活発に行われるとともに、学習の中心となる人材の育成と活用が図られている。

施 策 の

実施内容

・社会教育委員会議を 3 回開催した。会議では、第 3 次生涯学習計画後期期間の進捗管

理を行うとともに、生涯学習施策の推進体制等について建議いただき、方向性が明示

された。

・生涯学習ガイドブック「コンパス」を発行し、生涯学習情報の周知を図った。また、

市民等の自主的な学習活動に対し、補助金を交付し、団体等の活動支援を行った。

・市民企画講座、生涯学習体験教室、放課後子ども教室など各種事業を実施し、事業の

推進に努めた。

【新規】

令和７年度から市内２つの小学校で開始する居場所提供型の放課後子ども教室の開設

準備を行った。

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

事業参加者満
足度

９２．８％ ９３．４％ ９２．０％
生涯学習各種事業における
満足度
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●施策の分析

●評 価

進捗状況

従来どおり社会教育委員会議を３回開催した。うち１回は、視察研修会を実施。志

木市「放課後志木っ子タイムを視察し、放課後子ども教室についての知見を深めてい

ただいた。会議では、第 3 次生涯学習計画の後期期間における令和５年度の事業評価

について建議いただくとともに、計画の進捗管理等について、ご意見等いただいた。

また、生涯学習部における事業報告と事業計画についてお諮りし、ご意見をいただく

ことで、本市の生涯学習の方向性が示された。

必要性

生涯学習体験教室で、市民ニーズをとらえた多様なテーマの講座が実施されており、

終活などより身近で実用性の高いテーマの講座に参加者が多く、満足度も高かった。

市民の自主的な学びを支援する事業を通じて、継続的な学びを支援していく。

現状と課題

の分析

インターネットなどにより、自身の都合でさまざまな分野について学習できる状況

となってきており、社会教育施設を活用することなく、情報交換や学習の場を作り出

すことができるようになっている。

今後の展開

生涯学習施策の根幹である「第 3 次朝霞市生涯学習計画」を基に、多様な学習プロ

グラム、生涯学習情報の提供に努めていく。本計画の基本理念である「一人一人が心

豊かに ともに学び 生きるまち あさか」を実践し、市民が主体的に学び、生涯学

習を通じた地域や家庭で共に学びあう社会の実現に向けた生涯学習施策を推進する。

令和７年度から第六小学校、第八小学校で開始する居場所提供型の放課後子ども教室について、委

託事業者を選定し、利用者に対する説明会を開催するなど、開設準備を行った。放課後児童クラブと

の交流・連携については、将来的な課題として検討していく。

市民ニーズをとらえた事業を実施し、「第３次朝霞市生涯学習計画」の基本理念の実践に向け、市民

が主体的に学び、地域や家庭で共に学びあう社会の実現に向けた生涯学習施策の推進に努めていく。
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●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名 学びを支える環境の充実
担当課 中央公民館

関連課 文化財課、図書館

目指す姿

「いつでも」、「どこでも」、「誰でも」が学べる施設運営が図られ、市民ニーズに応じ

た学習、文化活動が充実することにより、市民は教養や健康の維持向上を図る機会を享

受し、豊かな社会生活を営んでいる。

施 策 の

実施内容

・公民館では、各種主催事業の実施、利用団体への部屋の貸出しを行った。また、施設

の維持管理、必要な修繕を実施した。

・図書館では、資料の適切な選定、収集、保存、提供及び各種事業の実施により、市民

の生涯学習活動の推進を図った。

・博物館では、展示、教育普及、資料調査、資料保存及び施設の維持管理を実施した。

【新規】

・公民館では、中央公民館長寿命化改修工事及び南朝霞公民館空気調和設備改修工事の

設計業務委託のほか東朝霞公民館空気調和設備改修工事、北朝霞公民館空気調和設備

改修工事を実施した。

・博物館では、外壁等改修工事及び受水槽ユニット改修工事を実施した。

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

事業参加者数 ２４，９９６人 ２４，７００人 ７０，０００人
公民館、図書館、文化財課が
行う生涯学習事業の参加者
総数
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●施策の分析

●評 価

進捗状況

・公民館では、事業は当初の計画通り概ね実施することができた。また、施設改修も

計画的に行われている。

・図書館では、利用者への安定的な資料提供を行うとともに、施設管理について必要

な修繕を行うことができた。

・博物館では、可能な限り定員や回数を増やして事業を展開した。

必要性

生涯学習における様々な学びを支えるため、中央公民館、文化財課、図書館ともに、

今後もそれぞれの事業の継続が必要である。

現状と課題

の分析

公民館、図書館、博物館いずれも、引き続き適切な施設の維持管理を行うとともに、

情報ツールや学習方法が多様化している中、どの年齢層にも魅力ある事業の企画など

により、地域における生涯学習活動の拠点として努める必要がある。

今後の展開

施設の老朽化対策を計画的に実施し、より安全で快適に施設が利用できるように取

り組む。

デジタル化の推進など、市民ニーズの適確な把握に努め、公民館、図書館、博物館

における市民サービスのあり方を考えていく必要がある。

公民館においては、地域の学びの拠点としての役割と、事業参加市民などが主体的にネットワーク

づくりを行えている。デジタル化の推進として、施設予約システムの稼働が円滑に行えたので、他の

ツールの導入も進めていきたい。

図書館においては、子どもから高齢者まで障害の有無によらず、誰もが、いつでも、どこでも読書

を楽しむことができるよう、電子図書も含めた多様な資料を収集・提供するとともに、レファレンス

への対応など学びの拠点として、引き続き多様な事業の提供に努めていきたい。

博物館においては、博物館法の改正を踏まえ、引き続き地域や学校との連携を進めるとともに、資

料のデジタルアーカイブ化について進めていきたい。
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（３）スポーツ・レクリエーション

●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名
スポーツ・レクリエーション
活動の推進

担当課 生涯学習・スポーツ課

関連課 ―

目指す姿

誰でも いつでも どこでも楽しめる生涯スポーツ社会の実現が図られ、市民が日々

スポーツ・レクリエーションに親しんでいる。

施 策 の

実施内容

・多くの市民に対しスポーツの機会を提供するため、市民スポーツ大会（旧・市民体育

祭）やロードレース大会等のイベントを開催した。

・スポーツ推進審議会、スポーツ推進委員会議を開催し、スポーツ・レクリエーション

関係者や専門家の知見を得て、今後の各種スポーツ施策の方向性等について検討を行

った。

・スポーツ協会、市民総合スポーツ大会実行委員会に対し補助金を交付し、運営を側面

から支援するとともに、各団体と連携して事業を展開した。

・市民体育振興奨励補助金、青少年スポーツ振興補助金を交付し、市民・団体のスポー

ツ活動を支援するとともに、市民スポーツの振興に繋げた。

【新規】

・東京 2020 オリンピック・パラリンピックのレガシーを引き継ぎ、市民スポーツ教室と

して「ボッチャ教室」を開催した。

・パリ 2024 オリンピック出場者・メダル獲得者の懸垂幕を産業文化センターへ掲出した。

・日本ライフル射撃協会、埼玉県ライフル射撃協会等の協力を得て、「ビームライフル・

ビームピストル スポーツ射撃体験会」を開催した。

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

週１回以上ス
ポーツを行っ
ている人の割
合

― ― ６０．０％
週１回以上スポーツを行っ
ている人の割合

市が実施した
スポーツ・レク
リエーション
の参加人数

６，２２０人 ６，２７７人 １４，４００人
１年間で、市民体育祭やスポ
ーツ教室などに参加した人
数
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●施策の分析

●評 価

進捗状況

市民スポーツ大会、ロードレース大会など大規模なイベントのほか、ウォークラリ

ー大会、市民スポーツ教室及び小学生スポーツ教室等をおおむね事業計画どおりに実

施することができた。

また、スポーツ推進審議会、スポーツ推進委員会議を例年どおり開催し、各委員か

らいただいた御意見のうち、施策や事業に取り入れることが可能なものについては、

反映できるように努めたことや、各種補助金についても引き続き交付を継続できたこ

とから、概ね順調であると判断する。

必要性

・働き方改革や新しい生活様式が広まり、仕事以外の生きがいや交流の場が求められ、

スポーツがその役割を期待されている。

・平均寿命が延びている中で、単なる寿命の長さではなく、健康で長生きすること（健

康寿命）がクローズアップされている。

・中学校の部活動の在り方について、指導者となる地域人材や活動場所の確保などが

課題である。

現状と課題

の分析

・市民がスポーツに親しむきっかけ作りとして、事業内容や周知方法を検討する必要

がある。

・体育施設の利用率は上昇傾向にある一方、施設数やスペースは限られているため、

効率的な利用方法を検討するとともに、公園や広場など、身近な場所でできる運動の

紹介なども必要である。

今後の展開

・第２期朝霞市スポーツ推進計画において目標として掲げている「２０歳以上の市民

のうち、６０％が週１回以上スポーツを行うこと」を目指し、各種施策により、市民

がスポーツに触れる機会を提供し、「みる・ささえる・つながる」スポーツから「する」

スポーツにつなげていく。

・体育施設の指定管理者である文化・スポーツ振興公社との連携を深め、事業の内容

を充実させるとともに、市民への啓発を強化する。

市民スポーツ大会など主要事業や各種教室を実施し、スポーツに触れ、親しむ機会を提供すること

ができた。各種事業の参加者は増えているが、市民スポーツ大会に係る自治会・町内会の参加が少な

い状況が続いており、オープン参加の種目を増やすなど、多くの市民に参加いただけるよう工夫して

いく。

学校部活動の地域移行など、課題解決の手段として地域スポーツがその役割を期待されている。引

き続き、文化・ポーツ振興公社や関係団体との連携を図り、団体や指導者育成などへの支援に努め、

「週１回以上スポーツを行うこと」を目指し、スポーツ施策の推進に努めていく。
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●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名 利用しやすい施設の提供
担当課 生涯学習・スポーツ課

関連課 ―

目指す姿

スポーツ施設の修繕や大規模改修を計画的に実施することにより、ユニバーサルデザ

イン等を考慮した、安心して利用できる施設・設備が整っている。また、利用者の声を

反映した施設の良好な管理･運営がされている。

施 策 の

実施内容

・社会体育施設（総合体育館、武道館、滝の根テニスコート）及び公園体育施設につい

て、指定管理による管理運営を実施した。

・溝沼子どもプールの維持管理を実施し、開場した。

【新規】

・武道館耐震化及び長寿命化改修工事を実施した。

・内間木公園テニスコート人工芝改修工事を実施した。

・北朝霞公園野球場ベンチ上屋改修工事を実施した。

・中央公園野球場防球ネット設置工事を実施した。

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

体育施設（１４
施設）の利用率

６１．８％ ６０．０％ ６２．０％
体育施設（１４施設）の利用
率
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●施策の分析

●評 価

進捗状況

溝沼子どもプールは、引き続き１日２部制として開場した。

社会体育施設及び公園体育施設は通常の貸出を行い、利用状況については増加傾向

である。

また、武道館の耐震化・長寿命化改修工事、内間木公園テニスコート人工芝改修工

事、北朝霞公園野球場ベンチ上屋改修工事及び中央公園野球場防球ネット設置工事を

実施し、利用者が安全快適に施設を利用できる環境を整備した。

必要性

・施設の経年劣化は進行しており、適切に維持管理を行う必要がある。また、老朽化

が指摘される施設については、長寿命化や耐震化などの大規模改修が計画されている。

・健康管理やワークライフバランスなどへの市民の関心の高まりから、スポーツ施設

に対するニーズは今後、増加していくものと考えられる。

現状と課題

の分析

・限られた財政状況の中で、関係部署と調整しながら、各施設の必要な改修・修繕を

行っていく必要がある。

・新規に開設する施設が見込めない中で、既存施設のさらなる効率的な利用を進めて

いく必要がある。

今後の展開

・朝霞市文化・スポーツ振興公社とのさらなる連携により、各施設の効率的な維持管

理と施設運営を行っていく。

・関係部署と調整を図り、公共施設等マネジメント計画等に基づき、必要な改修・修

繕を適切に実施していく。

令和６年度は武道館の耐震化・長寿命化改修工事、内間木公園テニスコート人工芝改修工事、北朝

霞公園野球場ベンチ上屋改修工事及び中央公園野球場防球ネット設置工事を実施し、利用者が安全快

適に施設を利用できる環境を整備することができた。

引き続き、より多くの市民に施設を活用いただき、スポーツ・レクリエーションの振興に努めてい

く。
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（４）地域文化

●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名 歴史や伝統の保護・活用
担当課 文化財課

関連課 ―

目指す姿

市民が地域の歴史や文化財について身近に接する機会が増え、次世代に地域文化が歴

史や伝統とともに継承され、郷土に対する愛着や文化財保護の理解と認識が深まってい

る。

施 策 の

実施内容

・各種媒体を通じての文化財に関する普及啓発。

・文化財保護関係団体への補助金交付。

・指定文化財の柊塚古墳歴史広場、湧水代官水、広沢の池、二本松の保護、管理。

・埋蔵文化財の確認調査(試掘調査)、発掘調査、整理、資料作成、出土品保存処理、調

査報告書刊行。

・埋蔵文化財センターの維持管理。

・重要文化財旧高橋家住宅の維持管理、活用事業 8 回、年中行事展示 13 回。

・博物館運営事業

【新規】

・テーマ展示「池田幹雄追悼展」の開催。

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

博物館展示回
数（回）

７回 ７回 ６回
博物館のテーマ展、企画展、
ギャラリー展等の開催回数

博物館を授業
等で使用した
市内小中学校
数（校）

１５校 １５校 １５校
博物館を授業等で使用した
市内小中学校数
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●施策の分析

●評 価

進捗状況

指標については、目標を達成できている。

なお、埋蔵文化財調査件数について、市内開発事業の増加に伴い、目標値 2 件に対

し、令和 4 年度 9 件、令和 5 年度 4 件、令和 6 年度 4 件となっており、目標を上回る

状態が続いている。

必要性

博学連携での必要性をはじめ、文化財などの歴史資源を観光資源として使用しよう

とする動きが、博物館法の改正を含め、活発化してきており、地域の歴史、文化や文

化財に対する意識が高まってきている。

現状と課題

の分析

博物館の開館から 28 年経ち、組織改編により文化財保護係と併合して文化財課とな

り 17 年が経過する中で、施設や機器の経年劣化等により、文化財の充分な活用が図れ

ない状況にある。これらの文化財を保存し広く活用できるよう、今後も施設改修や機

器の更新も含め、適切な保存環境の整備及び調査、整理、保存措置等を行う必要があ

る。

今後の展開

博物館法改正の趣旨に鑑み、文化財の保護・管理とともに、文化財を市の特徴を示

すプロモーションとして使用できるよう、引き続き、関係各課との情報共有を行って

いく必要がある。

指定文化財について、引き続き定期的な状況観察を行い、必要に応じた措置を施しながら維持管理

ができたこと、また、事業の実施状況においては、可能な限り定員や回数を増して講座や体験事業を

展開できたことは重要であると考える。今後においても、地域的特色について学術的な調査研究を進

めるとともに、後世に文化・歴史を伝え、守っていくよう努めていきたい。

博物館においては、資料のデジタルアーカイブ化を促進することで、ユニバーサルな視点で市民の

ニーズに対応するだけではなく、学校教育に対する支援の充実にもつながるため、引き続き博学連携

事業の実施に努めていきたい。
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●施策の概要

●施策指標の進捗状況（令和６年度）

施策名 芸術文化の振興
担当課 生涯学習・スポーツ課

関連課 ―

目指す姿

市民が芸術文化活動の成果を発表できる場と機会を得るとともに、より身近で優れた

芸術文化に親しめる機会が提供されている。

各種団体やグループをネットワーク化し、市民の自主的な活動の充実と活性化をはか

り、芸術文化に感心を持つ市民の活動が促進されている。

施 策 の

実施内容

令和６年度は、「芸術文化展」、「市民芸能まつり」、「文化祭」ほか、夏休み親子陶芸教

室といった芸術文化事業を全て実施することができた。

【新規】

展示や発表、大会等の様々な手法で、芸術文化事業を開催することができた。団体や

市民の方と協力し、地域固有の文化や芸術・文化に親しむ機会を提供し、芸術文化への

意識の高揚を図ることができた。

指 標 名

実 績
目標値

（令和７年度）
説 明

令和５年度
（参考）

令和６年度

文化祭入場者
数

８，７６６人 ８，４９６人 １４，５００人 朝霞市文化祭の入場者数
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●施策の分析

●評 価

進捗状況

文化協会と共催する芸術文化展、文化祭などの展示、発表部門のほか、夏休み親子

陶芸教室など、芸術文化事業を実施することができた。文化事業については、秋季の

イベントが増え、日程が重なり、参加者が減少した事業もあったが、活動の成果を発

表する機会を提供し、芸術文化に親しむ機運を高めた。

必要性

文化や芸術に親しみ取り組んでいくことで、暮らしや生活に豊かさをもたらし、心

のゆとりにつながる。芸術文化に触れ合うことで、市民それぞれの交流機会ともなり、

コミュニティの活性化にもつながるものと考えられ、その必要性は大きい。

現状と課題

の分析

朝霞市文化協会を中心とした、芸術文化事業への関心が低くなってきている。

今後の展開

引き続き文化協会と連携し、関連する団体等とも協働するなど、子どもから高齢の

方、また、障害のある方など全ての方が芸術文化に親しむことで、豊かなまちづくり

につながるよう、引き続き、芸術文化の振興と地域文化の継承に努めていく。

令和６年度は、「芸術文化展」、「市民芸能まつり」や「夏休み親子陶芸教室」など、各種文化事業を

実施し、芸術文化に親しむ機会を提供することができた。

暮らしや生活に豊かさをもたらし、心のゆとりにつながる芸術文化を推奨し、事業への参加を通し

て、市民に交流の機会を提供することで、コミュニティの活性化が図られることが期待される。

引き続き文化協会と連携し、その他関連する団体等と協働するなど、子どもから高齢の方、また、

障害のある方など全ての方が芸術文化に親しむことができる施策を展開していく。
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５ 学識経験者からの意見

令和６年度の事務の管理及び執行の状況について点検、評価を行うにあたり、次の学識

経験者の方々から、朝霞市教育行政施策評価会議の場において、教育行政施策全般にわた

り、幅広い観点から次のような御意見をいただきました。

○星野 敦子 氏 （十文字学園女子大学 副学長）

第５次朝霞市総合計画後期基本計画において、「第３章 教育・文化」として位置付け

られている４つの大柱（学校教育、生涯学習、スポーツ・レクリエーション、地域文化）

（中柱１０、９２事業）について点検評価を行った。

学校教育については、小学校、中学校ともに該当のすべての教科で全国平均を上回って

いる。児童生徒数が増加し、多様化が進む状況にありながら、総体的に高い学力水準を維

持していることは、学校現場における努力の結果であると思われる。新たに、「ロイロノ

ート」並びにＡＩ搭載型オンラインドリル「すららドリル」、学習ポータル「学びポケッ

ト」を導入し、学習の個別最適化をより一層進めていることも、学力水準維持に寄与して

おり、同時に探究的な学びを進める原動力となっている。

現在、学校では支援を必要とする児童生徒も多い。これに対して低学年補助教員、あさ

か・スクールサポーター、英語指導助手などの人的配置は計画通り適正に行われており、

きめ細やかな支援体制ができている。日本語を母国語としない児童生徒の支援については、

日本語指導支援員が別室で個別指導を行うなど努力されているが、今後ニーズがさらに高

まる可能性があり、体制整備が課題である。

全国的に増加している不登校児童生徒（年度内に３０日以上欠席した児童・生徒の割合、

病気や経済的理由を除く）の割合は、小学校は２．５７％で前年度を０．２７ポイント上

回ったが、中学校は７．５７％で前年度より１．６３ポイント下回っている。中学校で改

善している背景としては、「さわやか相談室」など学校内における居場所づくりが進み、

登校するための選択肢が増えていることも影響していると思われる。また、「すららドリ
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ル」の導入により、自宅やその他の居場所においても個別で学習を進めることができるこ

とは、不登校児童生徒や保護者にとって大変有益であるといえる。特に中学校では、学校

内の居場所を活動や学習への意欲を高める場としていくことで、進路にも影響することか

ら、効果的な校内の居場所づくりを進めてほしい。

教育環境については、３５人学級への対応が急がれる中、朝霞第六小学校、朝霞第九小

学校の増築、朝霞第三小学校の普通教室への転用工事、朝霞第十小学校の改修工事など、

着実に環境整備が進められている。すでに屋内運動場におけるエアコン設置も全校完了し

ており、猛暑の中、安心して教育活動を継続できることは、児童生徒にとっても教職員に

とってもありがたいことである。

地域と学校との関係については、朝霞第四中学校に学校運営協議会を設置したことで、

市内１５校すべてがコミュニティ・スクールとなった。この中には、地域の方がいつでも

学校に来られる場所を確保している学校や、探究的な学びを地域と連携して行っている学

校など、地域との連携により教育活動がより活性化している例も見られ、今後の展開が期

待される。「放課後子ども教室」は従来夏休みのみ開催していたが、令和７年度から居場

所提供型の放課後子ども教室を市内２つの小学校で開催することとなり、令和６年度には

開設準備を行っている。また実施状況としては、夏季休業期間市内の６つの小学校で各５

回、秋季（土曜日）に１２回、計４２回開催されており、回数、内容ともに充実している。

こども家庭庁は、「放課後児童対策パッケージ２０２５」（令和６年１２月）において、

放課後児童対策の具体的な内容を提示している。特に注目したいこととして、以下の２点

があげられる。

・放課後児童クラブと放課後子ども教室の校内交流型・連携型の推進

・コミュニティ・スクールの仕組みを活用した放課後児童対策の推進

市内全校がコミュニティ・スクールとなったこともあり、地域との連携を核とした放課

後児童対策を進めていく事例を積み重ねていくことが重要であるとともに、放課後児童ク

ラブと放課後子ども教室の活動の一部を合同で行うなど、連携化に向けた取り組みを期待



26

したい。

物価高騰の中、安全で良質な学校給食の提供を持続することは難しいと思われるが、令

和５年度に給食費を改訂した後、令和６年度は改訂をせずに市が負担している。また１５

歳以下の児童生徒のうち３人目以降の給食費を無償とする、自校給食を３つの小学校で実

施継続するなど、地道な努力を重ねている点は評価に値する。

生涯学習については、公民館、博物館の改修工事が適宜実施され、計画的に環境整備が

行われている。公民館は地域の学びの拠点であると同時に、人と人とをつなぐ場でもあり、

最も身近な社会教育施設として、今後はより一層の機能の多様化が求められている。改修

にあたっては、デジタル化の推進、防災拠点としての機能の強化等の観点をぜひ取り入れ

てほしい。この観点から、令和７年度からのデジタル予約システムの稼働に向けた準備が

令和６年度からなされたことは適切であると考える。

市民スポーツ大会の参加地区数は前年度から１地区増加して１１地区となっている。自

治会町内会数は約９０ということで、参加単位を「地区」のみでなく、多様化を図る必要

があるのではないか。クラブ活動の地域移行も課題となる中で、地域のスポーツ団体の支

援や指導者育成体制の強化について検討を重ねてほしい。

博物館については、継続的にテーマ展、企画展等が開催されており、令和６年度につい

ては「池田幹雄追悼展」が開催された。企画展示等開催期間中の入館者数も次第に増加し

ており、令和６年度は約２７，０００人となっている。地道な努力により良質な企画を継

続して開催することは大変であると思われる。博学連携については、市内の全小中学校に

より博物館の活用が行われている。重要文化財でもある旧高橋家住宅のボランティアであ

る「綿育て隊」の皆さんが育てた植物のワタを、博物館所有の「綿繰り機」、「糸車」を利

用して、ワタから糸になるまでの過程を展示したり、さらに小学校１年生国語科「たぬき

の糸車」の学びにおいて、体験活動を取り入れているという一連のつながりは素晴らしい。

芸術活動については当事者の高齢化が進んでいる中で、「夏休み親子陶芸教室」、「中学生

の学芸員体験」など、次世代につながる活動の意義は大きい。
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○安原 輝彦 氏 （浦和大学 社会学部特任教授）

令和７年度朝霞市教育行政施策評価会議では、令和６年度の実施事業について、評価調

書に基づいて関係部局の方々から説明を受け、アドバイザーとしての質疑応答、意見等を

述べさせていただいた。

会議では、学校教育の分野及び生涯学習、スポーツ・レクリエーション、地域文化の分

野の各項目ごとに、朝霞市における令和６年度の教育行政施策の実施状況、そしてその成

果、効果とともに今後の課題などについて、担当課からの詳しい説明や報告があった。

朝霞市の小中学校１５校の教育活動や、様々な学校課題への対応をはじめとして、市民

各世代の生涯学習の拠点となる公民館や、総合体育館などのスポーツ施設での交流や各種

イベント、そして、歴史や伝統の保護、活用を図る文化、芸術の活動状況を把握すること

ができた。

まずは、学校教育の分野における教育行政施策について、学校教育の主たる目的である

「次代を担う人材の育成」を目指しての説明があった。ＡＩ搭載型オンラインドリル「す

ららドリル」の導入によって、児童生徒が自分の学力状況に応じて、かつ、自分のペース

で学習を進めている状況を把握することができ、個別最適な学びへ貢献していることが分

かった。現在の大きな学校課題である不登校児童生徒の学力保障にも役立つと考えられる。

また、スクールカウンセラー、さわやか相談員、サポート相談員、スクールソーシャル

ワーカー、教育相談員、さらには、小学校補助教員、朝霞スクールサポーター、小学校・

中学校英語指導助手、ＩＣＴ支援員、そして、通常学級における特別な支援を必要とする

児童生徒支援員、学校をサポートする様々な人員の配置は、充実した学校教育の運営には

欠かせないものとなりつつあることが示された。このことにより、児童生徒一人一人の豊

かな心を育て、個性の伸長とコミュニケーション能力の育成にも貢献していることが分か

った。

実は義務教育段階にある小中学生の学校教育の充実は、学校の教育活動だけでなく、家

庭や地域の教育力が欠かせない。言い換えれば、学校教育を支え、学校とともに子どもた

ちの成長に欠かせない力が家庭と地域の教育の連携である。
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既に朝霞市では学校運営協議会が朝霞市の小中学校１５校に設置されたことの報告もあ

ったが、今後の課題として、学校運営協議会がどのように機能していくかが重要になって

くる。単に学校応援団的に学校に協力するだけでなく、学校運営を担う存在にまで育つこ

とが期待される。一例をあげれば、運動会や文化祭などの学校と地域が一緒に活躍できて、

子どもたちの教育を盛り上げる観点から、従来の運動会や文化祭の在り方を抜本的に改革

するという発想があってもいいのではないか。地域の方々が来賓ではなく、子どもたちや

教職員とともに当事者になるような学校・地域行事に生まれ変わるなどである。

言うなれば、家庭は学校教育の消費者ではなく、学校・地域とともに子どもたちを育成

する生産者であって、学校や地域と対等なチームメンバーなのである。

したがって、学校運営の責任も担うべき存在であると考える。その意味からも、学校経

営や運営で学校とともに責任を分担しながら、子どもたちの教育を支える仕組みに大いに

期待するところである。

令和６年度には、小学校で２．５７％、中学校で７．５７％の子どもたちが不登校とな

っている状況は大きな課題であるが、この課題も学校・家庭・地域のチームで解決できな

いか模索したいところである。

次に、生涯学習の分野であるが、令和６年度の公民館事業記録を参照すると、市内６つ

の公民館活動の状況が報告されており、実に多種多様なそれぞれの公民館が、地域の実態、

利用者の喚起、生涯学習推進のイベント等さまざまに工夫していることが分かる。公民館

での体験活動やワークショップ的な活動、あるいは参加市民が主体的にネットワークづく

りをしていることが分かり、世代ごとの交流もあれば世代間交流、子どもたちの遊びを広

げながら大人たちも共に学ぶなどの工夫もみられる。地域社会交流やコミュニティづくり

が衰退していくと言われる昨今、今後の公民館活動に期待したいところである。

スポーツ分野では、「週１回以上スポーツを行う」を合言葉に、多くの市民にスポーツの

機会を提供するために、市民スポーツ大会、ロードレース大会、ウォークラリー大会、市

民スポーツ教室及び小学生スポーツ教室などを実施し、参加者は回を重ねるごとに増えて

いるようである。併せて、朝霞市民だけでなく、市民の範囲を超えて他市の方々にも開放
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し、朝霞市のスポーツ推進に貢献していることは評価できる。

文化財、芸術文化の分野では、令和６年度は、「芸術文化展」、「市民芸能まつり」、「夏休

み親子陶芸教室」などが着実に実施され、併せて、市の文化財や芸術文化を国内外に向け

ての情報発信によって、朝霞市を国内外にアピールする方策を今後の課題としていること

が報告された。

さて、今後２０年、３０年先は、現在の朝霞の小中学生は国内外で社会人としてのスタ

ートを切り、あるいは企業や社会の中心的な働きを行っていると予測される。一方、その

社会は環境問題、少子化、グローバル化、そしてデジタルＤＸ化などの課題や変革が山積

している可能性がある。学校教育、生涯教育といった分野の垣根が消滅しているかもしれ

ない。市民生活を支える教育行政もまた大きな変化の波に対応していく必要があると考え

られ、市民一人一人が課題解決と夢の実現に向かっていくことができる行政サポートが求

められると考える。未来を見据えた教育行政にご尽力いただければと期待するところであ

る。
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６ 資料

朝霞市教育行政施策評価実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第

１６２号）第２６条の規定に基づき、朝霞市教育委員会の権限に属する事務の管理

及び執行の状況を明らかにするため、朝霞市教育行政施策評価（以下「評価」とい

う。）を実施することに関し、必要な事項を定めるものとする。

（目的）

第２条 評価は、次の目的のために実施する。

(1) 教育委員会内の各所管部署が行う教育行政活動について、その実施内容及び成果

等を検証することにより、より確実かつ有効な教育行政の運営を行う。

(2)教育委員会内の各所管部署で実施している諸施策の点検及び評価の結果を明らか

にすることを通じ、市民に信頼される公正で開かれた教育行政運営を推進する。

（評価対象）

第３条 評価は、朝霞市総合振興計画基本計画に位置付けた教育委員会が行う教育行

政諸施策について行う。

２ 評価は、当該評価年度の前年度に実施した教育行政諸施策について行う。

（評価回数）

第４条 評価は、毎年度１回実施する。

（評価方法）

第５条 評価は、朝霞市行政評価制度における施策評価を活用して行う。

２ 評価は、教育委員会における自己評価とする。

（知見の活用）

第６条 評価の実施に当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図

るものとする。

２ 前項に規定する者は、２人以内とする。

３ 知見の活用に当たっては、当該評価年度ごとに、教育に関し学識経験を有する者

を教育長が依頼し、意見を求めるものとする。

４ 知見の活用の結果、得られた意見等は、教育委員会における自己評価結果に加え

るものとする。

（議会への報告）

第７条 教育委員会は、評価の結果に関する報告書を作成し、議会に提出する。

２ 報告書の提出は、毎年度末までに行う。

（評価の公表）

第８条 教育委員会は、評価結果を公表する。

（庶務）

第９条 評価に関する事務は、学校教育部教育総務課において処理する。

（委任）

第１０条 この要綱に定めのない事項については、教育長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成２１年２月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年６月９日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２９年５月１日から施行する。
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